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本自動車会議所が創設した表彰制度「クル
マ・社会・パートナーシップ大賞」（CSP大

賞）の第３回の募集が始まっていますが、当会議所
では10月26日（木）～11月５日（日）まで開催さ
れる「JAPAN MOBILITY SHOW 2023（ジャパ
ンモビリティショー、略称はJMS）」のオフィシ
ャルガイドブックに「絶賛募集中」とする広告＝７
ページ参照＝を掲載します。過去最多の475社が出
展するJMSのオフィシャルガイドブックに掲載す
ることにより、自動車業界で働く550万人だけでは
なく、幅広くより多くの自動車ユーザーやモビリテ
ィにかかわる皆さんに周知していくことにしていま
す。CSP大賞の募集は11月20日（月）まで。
　広告では、「モビリティに関連する社会の困りご
とを何とかしたい」「目立たない地道な活動を長～
く展開している」「愛する地元をさらに魅力的な地
域にしたい」という具体的な応募動機を紹介し、「自
動車ユーザーや自動車業界550万人からの応募をお
まちしております」と呼び掛けています。スマホな
どから応募ページへ直接アクセスできるQRコード
も掲載しています。
　JMS2023のオフィシャルガイドブックは、JMS主
催者である日本自動車工業会（自工会）が監修し、
日刊自動車新聞社が制作・発行します。自工会では、
「今回のJMSはモビリティ×エンターテインメント

の祭典として100万人の入場者を目指していく」と
しており、自動車を核に多種多様なコンテンツやイ
ベントが企画されています。オフィシャルガイドブ
ックでは、それらをあますところなく楽しめるよう
紹介しており、JMSの魅力が凝縮された１冊となっ
ています。
◇JMS2023 オフィシャルガイド
・発行日：2023年10月25日
・体　裁：A４判　オールカラー144ページ
・価　格：1,000円（税込み）
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動を実施しました。９月23日はJR品川駅に隣接す
る多目的スペース「港南ふれあい広場」で、また同
30日には東京タワー正面駐車場で、当会議所の地元
である２つの警察署が主催する交通安全イベントに
協力しました。
　「港南ふれあい広場」での交通安全イベントは警
視庁高輪警察署が開催。広いオープンスペースに、
トヨタ、ホンダより当会議所が提供を受けた安全運
転サポート車（サポカー）を展示＝写真①＝しまし
た。また、当会議所による、幼児・児童向けの交通
安全教室を開催＝写真②＝し、多くの子供たちに交
差点では「止まる」「見る」「待つ」が重要であるこ

の全国交通安全運動の期間中（９月21日～30
日）、日本自動車会議所は東京都内で啓発活秋
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とや、駐車場では絶対に一人では行動しないことな
ど、事故に遭わないための安全行動について学んで
いただきました。
　東京タワー正面駐車場でのイベントは警視庁愛宕
警察署が開催し、当会議所ではゲーム感覚で楽しみ
ながら俊敏性など運動能力を測定できる機器「クイ
ックアーム」を出展しました。家族連れが多い中、
この機器を使ったアトラクションで、実年齢と体力
年齢には差があることなどを多くの来場者が体験＝
写真③＝。自身の運動能力を把握することにより、
歩行中や運転中は慎重に行動することの重要性を、
家族みんなで認識する機会を提供することができま
した。
　両イベントでは、会員団体から提供いただいた交
通安全啓発グッズを配布し、子どもから高齢者まで

幅広い来場者に啓発活動を行うことができました。
自動車関係総合団体である日本自動車会議所は、会
員団体・企業をはじめ自動車業界が一体となった交
通安全活動に、これからも積極的に取り組んでいく
ことにしています。

深刻な人手不足を指摘。トラック
業界の労働条件に関しては「相対
的に賃金が低く、長く働くことで
現行の給与水準を保っています。
今回の残業規制で、離職懸念も高
まっています」と分析しました。
　その上で、2024年問題を乗り越

えるためには「運送会社がこれを好機と捉え、（ドライ
バーを途中で交代させる）中継拠点設置や（複数の物
流事業者が複数の商品を同じトラック等で輸送する）
共同配送、（荷物積み下ろし時間が短縮できる）パレッ
ト利用など事業の効率化や生産性の向上を進めること
が必要」と強調しました。
　さらに、物流は経済インフラとして国民の生活を支
えていることから「持続可能な物流社会をつくること
を目指し、荷主、消費者らが連携を強化して社会全体
で取り組んでいくことが求められます」と訴えました。

　日本自動車会議所は９月26日、東京・港区の日本自
動車会館「くるまプラザ」会議室で第294回会員研修会
を開催しました。リモートも併用し、全国自動車会議
所など各地から計約80名に参加いただきました。今回
は「物流の『2024年問題』を乗り越えていくために」
をテーマに、講師には労働問題に詳しい立教大学教授
の首藤若菜（しゅとう・わかな）氏をお迎えしました。
　2024年問題とは、トラックドライバーにも時間外労
働の上限規制が適用され、労働時間が短くなることに
より、物流が停滞しかねない懸念を指しています。講
演では、ドライバー不足によって「2030年には輸送能
力の19.5％が不足し、2024年問題の影響と合わせて34.1
％の荷物等が運べなくなると推計されています」と説
明しました。

トラックドライバーの年齢にも触れ「大型、中小型
トラックともに平均50歳弱で、60～70歳代もいて高齢
化が目立つ一方、若年層の流入は急減しています」と

首藤 若菜氏

日本火災海上保険元社長
（当会議所会員元代表者）

廣瀬 清氏
　日本火災海上保険（現損害保険ジャパン）元社長の廣瀬
清氏（ひろせ・きよし）氏が９月16日、逝去されました。
91歳でした。

訃 報
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